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大阪府私立全日制高等学校等の設置認可等に関する審査基準 
 

 大阪府教育長(以下「教育長」という。)が、全日制の課程又は定時制の課程(以下「課程」という。)を

置く私立高等学校(以下「私立学校」という。)の設置、私立学校の課程・学科の設置及び私立学校の収容

定員に係る学則の変更認可を行う場合は、高等学校設置基準(平成１６年文部科学省令第２０号、以下

「設置基準」という。)その他の関係法令等のほか、この基準及び手続により審査する。 

 

 

第１ 私立学校の設置認可 

１ 私立学校の責務 

私立学校は、大阪の教育力の向上に資する特色ある教育を実践し、生徒・保護者の教育需要に応える

という重要な役割を担っていることから、教育条件の維持向上のための不断の努力をすることにより、

その責務に応えうる教育を行うこと。また、学校評価の実施や積極的な情報提供も行い、保護者や社会

からの信頼を得るように努めること。 

 

２ 名称 

私立学校に付する名称は、当該学校の目的に照らし、学校の名称としてふさわしいものであり、かつ、

既存の学校の名称と紛らわしくないものであること。 

 

３ 立地 

(１) 風俗営業施設(風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和２３年法律第１２２号)

第２条第１項に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行う施設をい

う。)などの教育にふさわしくない施設が、周辺に数多く立地していないなど、高等学校教育を行

う上で適切な環境に位置すること。 

(２)  生徒・保護者の教育需要に基づく適切な立地であること。 

 

４ 規模 

(１) 学級数は、原則として３学級以上とすること。 

(２) 収容定員については、生徒・保護者の教育需要及び生徒数の将来動向を考慮した適切な規模であ

ること。 

 

５ 教職員数 

(１) 教諭等は、各教科に当該教科の普通免許を有する者を配置するなど、教育活動に支障をきたさな

い構成であり、その数については、原則として「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等

に関する法律」(昭和３６年法律第１８８号、以下「高等学校標準法」という。)に準じること。 

(２) 養護教諭等及び実習助手並びに事務職員の数は、原則として高等学校標準法に準じること。 

 

６ 施設及び設備等 

(１) 運動場の面積は、原則として８４００平方メートル以上であること。ただし、体育館等の屋内運

動施設を有している場合で、かつ、教育上及び安全上支障がない場合は、別表１に定める面積以上

であること。 

(２) 校舎の面積は、別表２に定める面積以上であること。 

別紙２ 
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(３) 運動場及び校舎は、同一の敷地内又は隣接地(以下「校内地」という。)にあること。 

(４) 教育上及び安全上支障がないときは、運動場には、体育館等の屋内運動施設の面積も算入するこ

とができる。 

(５) 屋外運動場には、ふさわしい施設、設備が整備されていること。 

(６) (３)にかかわらず、校内地の運動場において体育等の授業に支障をきたさないなど、教育上及び

安全上支障がなく、かつ、次の基準を満たす場合に限り、校内地以外の敷地の運動場(以下「校外

運動場」という。)を(１)の面積に算入することができる。 

ア 校内地の校地面積の１．５倍を超えないこと。 

イ 校内地から通常の交通手段によりおおむね１時間以内に到達できること。 

ウ その他運動場としてふさわしい施設、設備等が整備されていること。 

(７) (３)にかかわらず、教育上及び安全上支障がなく、次のアからエのすべての基準を満たす校舎の

敷地は、校内地とみなし、当該校舎の面積を(2)の面積に算入することができるものとする。 

ア 休み時間（授業と授業の間の休憩時間をいう。）に移動できる距離（概ね徒歩５分以内）で

あること。また、教職員の引率等、安全上必要な措置を講じること。 

イ 生徒の安全性を確保するため、校舎の間の移動を最小限にするよう時間割を設定すること。 

ウ 当該校舎においても、管理職を含めた教員が常駐すること。 

エ 学校行事等については、学校としての一体感を保つための配慮を行うこと。 

(８) 他の学校等(同一の設置者が設置するものを含む。)と校地、校舎等を共用していないこと。 

(９) (８)にかかわらず、年齢差を考慮した安全対策を講じるなど、安全上及び教育上支障がなく、か

つ、次のすべての基準を満たす場合に限り、校地、運動場及び校舎を共用することができる。 

ア 同一の設置者が設置するもので、学校教育法(昭和２２年法律第２６号)第１条並びに第１２４

条及び第１３４条第１項に規定する学校等(以下「高等学校等」という。)であること。 

イ 共用する校舎が、当該学校の校内地にあること。 

ウ 校舎の共用については、普通教室を共用していないこと。また、小学校、中学校、高等学校及

び中等教育学校以外の高等学校等と校舎を共用する場合は、階全体を占有すること。 

エ 校舎及び運動場の面積は、当該学校及び共用する高等学校等がそれぞれ法令等で必要とされる

面積の合計以上であること。 

 (10) (９)にかかわらず、中学校又は中等教育学校と共用する場合の運動場の面積は、当該学校と共用

する学校の収容定員を合計して(１)ただし書きによることができる。この場合、校外運動場の面

積は算入しない。 

(11) 普通教室と特別教室の合計数は、少なくとも同時に授業を行う学級数以上であること。 

 

７ 資産等 

(１) 校地、校舎その他の施設は、自己所有であること。 

(２) (１)にかかわらず、教育上支障がなく、かつ、次の基準を満たす場合に限り、借地を校地及び運

動場とすることができる。 

ア 当該借地の上に、校舎(倉庫等簡易な建物を除く。)がないこと。 

イ 次の (ア)又は(イ)のいずれかに該当し、将来にわたり、安定して使用できること。 

(ア) ２０年以上にわたり、賃借権等を取得し、これを登記すること。 

(イ) 借地の所有者が国、地方公共団体等の公共的団体であること。 

(３) 設備は自己所有であり、負担附(担保に供せられている等)でないこと。ただし、教育上支障がな

いと認められる場合における情報機器等の借用はこの限りでない。 

(４) 私立学校の設置に係る負債(日本私立学校振興・共済事業団からの借入金を除く。)がないこと。 
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(５) (４)にかかわらず、既設の学校法人が私立学校を設置する場合は、次の基準を満たす借入金は認

められる。 

ア 借入金額が校地取得費及び校舎建築費の３分の２以下であること。 

イ 借入先が確実な金融機関であること。 

ウ 適正な返済計画があり、かつ、実行可能であること。 

エ 当該借入後において、学校法人の総資産額に対する前受金を除く総負債額の割合が３０％以下

であり、かつ、学校法人の負債に係る各年度の償還額が当該年度の帰属収入の２０％以下である

こと。ただし、私立学校の設置が学校法人の経営改善に資するものであり、借入金額が学校法人

の経営状態に多大な影響を及ぼさないと認められる場合はこの限りでない。 

(６) 校地、校舎その他の施設は、負担附でないこと。ただし、(４)、(５)の借入金に係る担保はこの

限りでない。 

(７) 開設年度の人件費の３分の１に相当する運用資金を保有していること。 

(８) 開設年度から少なくとも２年間の学校運営に係る予算について、適正な計画を立てており、授業   

料、入学料等現金の経常的収入その他の収入で収支の均衡を保つことが可能であると認められるこ

と。 

(９) 校地、校舎その他の施設及び設備の整備に要する経費及び(７)の経費のための資金で、(４)、

(５)の借入金を引いた額が、当該学校の開設時に収納されることが確実と認められること。 

 

８ 学校法人の管理運営 

学校法人の管理運営については、適正を期し難いと認められる事実がないこと。例えば、次の事項に

留意すること。 

(１) 法令の規定、法令の規定による処分及び寄附行為に基づいて、適正に管理運営されていること。 

(２) 役員の間における訴訟その他の紛争の有無 

(３) 日本私立学校振興・共済事業団等からの借入金の償還(利息、延滞金の支払いを含む。)又は公租

公課(日本私立学校振興・共済事業団の掛金を含む。)の納付状況 

 

第２ 課程の設置認可  

第１の３から８まで(６及び７の(７)を除く。)の規定を準用する。この場合、「私立学校」は「課程」

と読み替える。 

 

第３ 学科の設置認可  

第１の４から８まで(４(１)、６及び７の(７)を除く。)の規定を準用する。この場合、「私立学校」は

「学科」と読み替える。 

 

第４ 私立学校の収容定員に係る学則変更認可 

１ 規模 

収容定員数の設定については、第１の４の規定を準用する。 

２ 教職員、施設及び設備等 

収容定員を変更する場合は、第１の５から８まで(７の(７)を除く。)の規定を準用する。この場合、

第１の５から７までについては変更後の収容定員によるものとし、「私立学校」は「収容定員」と、

「設置」及び「開設」は「変更」と読み替える。 

ただし、収容定員を減員する場合は、第１の６から８までの規定は準用しない。 
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第５ 申請手続及び標準処理期間  

１ 私立学校の設置認可 

(１) 計画書の提出 

私立学校の設置認可を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、原則として開設年度の

前々年度の９月３０日までに計画書を教育庁私学課に提出し、申請についての助言（教育内容につ

いては有識者の意見を踏まえた助言）を受けることができる。 

(２) 申請書の提出 

申請者は、様式第１号により認可申請書(以下「申請書」という。)に別に定める関係書類を添え

て、校舎の建築等を伴う場合は、原則として開設年度の前々年度の１１月３０日までに、校舎の建

築等を伴わない場合は、原則として開設年度の前年度の６月３０日までに教育長に申請すること。 

(３) 審査期間等 

ア 教育長は、適正な内容の申請書を受理後、内容を審査した上、直近の大阪府私立学校審議会

(以下「審議会」という。)に諮問し、審議会からの答申後１０日以内に答申の内容を申請者に

通知する。 

イ 申請者は、申請内容に変更があったときは、様式第２号により変更届を提出するものとし、

教育長は、変更届の提出があったときは、当該変更届の内容につき直近の審議会に報告する。

この場合において、教育長は、当該変更届の内容について当初の申請内容から重大な変更があ

ったと認めるときは、当該変更届の内容につき再度、直近の審議会に諮問するものとし、審議

会からの再度の答申後１０日以内に当該答申の内容を申請者に通知する。 

イウ 教育長は、私立学校の施設及び設備が申請内容と相違ないことを確認した場合は、開設年

度の前年度の３月３１日までに当該申請についての認可の適否を決定し、その旨を速やかに申

請者に通知する。 

 

２ 課程又は学科の設置認可 

１の規定を準用する。その場合、「私立学校」は「課程(学科)」と読み替える。 

 

３ 私立学校の収容定員に係る学則の変更認可 

  １の規定を準用する。その場合、「設置」は「収容定員に係る学則の変更」と、「開設」は「変更」

と読み替える。 

  ただし、収容定員を減員する場合の申請書の提出は、原則として変更年度の前年度の１月３１日まで

とする。 

 

 

附則 

１ この基準は、平成２８年５月１３日から施行する。 

２ この基準は、施行日以降、新たに申請される私立学校の設置認可、課程(学科)の設置認可及び収容定

員に係る学則の変更認可の審査から適用し、この基準施行以前に申請されている私立学校の設置認可の

審査については、なお従前の例による。 

 

附則 

１ この基準は、平成○年○月○日から施行する。 

２  
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別表 １ 

     運動場 

定員 面積(平方メートル) 

２４０人以下 

 

２４１人以上７２０人以下 

７２１人以上 

3600(小学校、中学校又は中等教育学校と共用して

いる場合は定員×15) 

3600＋10×(定員－240) 

8400 

     ただし他の学校と運動場を共用している場合は、全体で3600平方メートル以上必要。 

 

別表 ２ 

     校舎 

定員 面積(平方メートル) 

１２０人以下 

１２１人以上４８０人以下 

４８１人以上 

1200 

1200＋6×(定員－120) 

3360＋4×(定員－480) 

 

※ 別表１及び２の定員とは、学則上の定員をいう。 

 

様式第１号 

様式第２号 

 


